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令和８年度調査研究事業概要         

担当 カリキュラム開発部研究開発班 

 

１ 主題について 

⑴ 主題 

「幼保小の架け橋プログラム」推進に向けた調査・研究（令和７・８年） 

⑵ 設定理由 

幼児教育の質的向上及び小学校教育との円滑な接続のために令和４年３月に「幼保

小の架け橋プログラムの実施に向けての手引き（初版）」等が取りまとめられた。令

和８年８月４日に行われた、次期学習指導要領の在り方について審議を行っている教

育課程企画特別部会の「【参考資料 1-16】幼児教育ワーキンググループ、保育専門委

員会取りまとめ（案）※会議後修正」https://www.mext.go.jp/content/20260804-

mxt_kyoiku01-000051425-21.pdf においても『対話を通じて互いの教育への共通理解

を図るとともに、共通の教育的視点に基づき「架け橋期のカリキュラム」を協働して

作成するなどして、学びのつながりを意識した実践の改善を図ることにより、それぞ

れの専門性を発揮した教育の互恵的な充実を図る』（P.21）と「架け橋期のカリキュ

ラム」の重要性が示されている。 

しかしながら、令和７年度末に県教育庁学習指導課が

実施した「幼児教育に関する調査」ではステップ３※以

上の市町村は 22.2％にとどまり、千葉市を含む県内の

54 市町村のうち 42 市町村が「架け橋期のカリキュラ

ム」の編成・実施が行われていないと回答している。こ

のことから、幼小接続の重要性が広く認識されている一

方で、その実現に向けた教育課程レベルでの接続は依然

として十分に進展していないことがうかがえる。 

「架け橋期のカリキュラム」の編成・実施が進まない要因として「幼児教育に関す

る調査」において県内の市町村が挙げた課題を分析したところ、最も多くみられたの

は、幼保小の関係者による協議や研修、交流のための時間確保に関する内容であった。 

そこで、幼保小の円滑な接続やカリキュラムの編成・実施に向けて明らかになった

課題を解消するため、先進的な取組を行っている自治体への調査から得られた知見を

踏まえ、共同研究市等の自治体と協働したり、自治体担当者、幼児施設、小学校の教

職員と継続的に協議を行ったりしながら、現場の負担軽減と継続的な実践の両立を図

ることのできるコンテンツを開発する。 

また、円滑な接続に向けて、自治体、幼児施設、小学校が取り組みたいことを一覧

表にまとめ、二次元バーコードから必要なコンテンツが活用できるようにしたリーフ

レットを作成する。それを千葉県内の自治体、幼児施設、小学校に周知を図ることで

「遊びは学び、学びは遊び」の視点のもと、幼児期の遊びを通した学びと小学校の各

教科等の学習のつながりを見える化し、幼保小の相互理解と円滑な接続を促進する。 

※ステップ区分は、「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方について（報告）」PP.26-27（平成 22 年 11 月 11 日、

幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方に関する調査研究協力者会議）に基づく。詳細は P.3 参照 

 

令和７年度 幼児教育に係る調査 

https://www.mext.go.jp/content/20260804-mxt_kyoiku01-000051425-21.pdf
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２ 研究目標 

千葉県における「幼保小の架け橋プログラム」の取り組みを進める上で明らかにな

った課題の解消に資するコンテンツを作成する。また、幼保小の交流や「架け橋期の

カリキュラム」の編成・実施を通して、幼保小の相互理解と円滑な接続を促進する二

次元バーコード付きのリーフレットを作成し、千葉県内に周知を図る。 

 

３ 調査研究計画令和７年度から令和８年度までの２年計画 

令和７年度 令和８年度 

〇研究計画立案 

○研究会議（有識者指導） 

〇アンケート調査の実施 

・幼保小接続に関するアンケート 

・スタートカリキュラムの実施状況 

〇実践校への視察 

〇調査研究結果報告（センター研究発表会等） 

〇次年度調査研究計画立案 

○千葉県内の実態把握 

○研究会議（有識者指導） 

〇調査研究市町村（佐倉市）の架け橋推進

検討会議、研究会への参加 

○実践事例を生かしたコンテンツの作成 

〇調査研究結果報告（センター研究発表会等） 

○リーフレットの作成・周知 

 

４ 調査研究の内容と方法 

 内容 方法 

令
和
７
年
度 

ア研究計画立案 
県内の幼保小接続等に関する実態や課題

を基に、研究計画を立案する 

イ研究会議（有識者指導） 
年間２回の研究会議（有識者）を実施 

（講師は「５役割分担」参照） 

ウ佐倉市へのアンケート調査の

実施・分析 

自治体、幼児教育施設、小学校にアンケ

ート調査を実施する 

エ先進校への視察 幼保小接続等に関する先進校への視察 

令
和
８
年
度 

ア千葉県内の実態把握 「幼児教育に関する調査」を分析する。 

イ研究会議（有識者指導） 
年間２回の研究会議（有識者）を実施 

（講師は「５役割分担」参照） 

ウ先進的な取り組みの視察 
幼保小接続等に関する先進的な取り組み

をしている園・学校・地区を視察する。 

エリーフレットの作成 

幼保小の相互理解と円滑な接続を促進す

る二次元バーコード付きのリーフレット

を作成する 

 

５ 役割分担 

(1)調査研究講師久留島太郎（植草学園大学発達教育学部教授） 

(2)幼児教育アドバイザー（令和８年度は未定） 

(3)調査研究協力園・協力校（佐倉市をはじめとした各市町村） 

(4)事務局（県総合教育センターカリキュラム開発部研究開発班） 
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６ 効果検証の方法と内容 

(1)令和８年度に作成したリーフレットやコンテンツを県総合教育センターウェブサイ

トに掲載し、アンケート回答等により、成果物の有用性について検証を行う。 

(2)調査研究から得られた知見を、令和９年度幼児教育アドバイザーの指導・助言や出 

前中堅サポート塾などの研究内容に取り入れる。また、それぞれの指導・助言・研究

後に内容の活用状況などについて追跡調査を行う。 

 

７ 「幼児教育に関する調査」におけるステップの定義 

「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方について（報告）」PP.26-27（平成 22 年

11月 11日、幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方に関する調査研究協力者会議）に

おいてステップは以下のように示されている。 

 

（２）連携・接続に関する基本方針等の策定・共有  

第１章で述べたように、多くの都道府県・市町村が接続の重要性を認識しながらも、「接続

関係を具体的にすることが難しい」などの状況にある。連携・接続の取組を後戻りせずに進め

ていくためには、各教育委員会等がリーダーシップを発揮して、各学校・施設が連携から接続

へと発展する過程を共有し、組織的・計画的に取り組むことが必要である。 

連携から接続へと発展する過程のおおまかな目安は、次のとおりである。 

 

ステップ０ 連携の予定・計画がまだ無い。 

⇒地方公共団体が連携の重要性を理解するための教職員向け説明会・研修会等を開催するなど、連携に向け

た環境づくりが必要。連携・接続のために各学校・施設同士の合意ができる環境を整えていく。 

ステップ１ 連携・接続に着手したいが、まだ検討中である。 

       ⇒教育委員会等の支援のもと、各学校・施設に担当者を置き、定期的に意見交換会を開催。意見交換の中か

ら、交流授業、行事などを企画・実施し、子ども同士の交流、教職員の交流を推進。その際、各学校・施設

では全教職員の理解と協力のもとで行われるよう留意。 

ステップ２ 年数回の授業、行事、研究会などの交流があるが、接続を見通した教育課程の編成・実施

は行われていない。 

⇒年数回程度の授業、行事、研究会などの交流を年間指導計画などに位置付けて実施。事前だけでなく事後

の反省・検証を行うことで次につなげていく。教育委員会等の主催・支援のもと、接続を見通した教育課

程の編成・実施に向けた取組を始める。 

ステップ３ 授業、行事、研究会などの交流が充実し、接続を見通した教育課程の編成・実施が行われ

ている。 

⇒恒常的な授業、行事、研究会などの交流に発展。連携の実践を踏まえ、接続を見通した教育課程を編成・

実施する。 

ステップ４ 接続を見通して編成・実施された教育課程について、実践結果を踏まえ、更によりよいも

のとなるよう検討が行われている。 

⇒接続を見通した教育課程を編成・実施するとともに、学期末ごとや年度末に事後の反省・検証を行うこと 

により、ＰＤＣＡサイクルを確立し、次年度以降の改善につなげる。 

 


